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研究目的 = 水害発生時には、被災住宅より家財等の廃棄物が大量に発生する。一方、

水害時の廃棄物処理施策を策定するための知見の体系化については十分なされてき

ているとはいえず、水害発生時における水害廃棄物処理施策の策定に必要な形式知の

必要性が叫ばれている。また、政府の中央防災会議「大規模水害対策に関する専門調

査会」においても、大規模水害発生時の水害廃棄物処理対策の重要性が指摘されてい

る。これらを背景とし、本申請研究は、市町村、都道府県が水害廃棄物の処理を迅速

かつ適性に行うことを可能とする水害廃棄物処理計画を策定するために必要な科学

的知見を導出することを目的とする。すなわち、水害廃棄物の特性を明らかにし、被

災家屋からの排出、収集、処理という災害廃棄物フローを考慮した水害廃棄物処理計

画策定手法について検討するともに、大規模水害時に市民に環境衛生面から安全・安

心を供与するために必要な施策メニューを提示する。 

 

 

研究方法 = 上述の研究目的を達成するために、以下の観点から研究を推進した。（１）

調査対象の水害に係る水害廃棄物の性状等に関するヒアリング調査、社会調査を実施

するとともに、水害廃棄物性状からみた廃棄物処理技術に関する実験的検討を行い、

水害というハザードからみた水害廃棄物特性を明らかにする。（２）水害被災地域を

対象とした市民の水害廃棄物に対する認識に関する社会調査を実施し、市民の視点か

らの水害廃棄物の排出過程を明らかにする。（３）水害廃棄物の性状、収集ポイント、

中間処理、最終処理に関する地理情報を GIS（地理情報システム）上に構築した。水

害廃棄物排出過程モデルを構築し、GIS 上で水害廃棄物収集シミュレーションモデル

を構築する。（４）水害ハザードマップを用いた地域メッシュ別の水害廃棄物発生量

の推定手法を数値解析モデルとして構築する。また、リサイクル・リユースを含めた

中間処理を考慮した最終処理量を推定し、最終処分場における残余年数の消費量につ

いて算出する数値解析モデルを構築する。構築した数値解析モデルを首都圏広域氾濫

や 2011年東日本大震災での津波災害等に適用する。 
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結果と考察 = まず、水害廃棄物発生量の標準的な推定手法を構築した。図-1 に推定

フローを示す。また、表—1に浸水継続時間を考慮した水害廃棄物発生量原単位を示す。 

 

 
図-1 水害廃棄物発生量の推定フロー 

 

表—1 浸水継続時間を考慮した水害廃棄物発生量原単位 

 

 

これらの手法に基づき、図—2に示したハザードマップを用いた水害廃棄物推定フロー

により、首都圏広域氾濫時の水害廃棄物発生量の推定を行った。図-3に利根川（首都

圏広域氾濫）における水害廃棄物発生量推定結果を、図-4に荒川氾濫形態別による水

害廃棄物発生量推定結果を示す。また、図-5に最終処分場の残余年数の消費量と水害

廃棄物リサイクル率との関係を示す。これより、水害廃棄物の発生量を低減する

Reduction、水害廃棄物処理量を低減する Reuse、Recycleに向けた対応計画策定が重

要であるといえる。 
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図-2 ハザードマップを用いた水害廃棄物推定フロー 

 

水害廃棄物量 (103t)

19,210,094 t

 

図-3 利根川（首都圏広域氾濫）における水害廃棄物発生量推定結果 

 

 
図-4 荒川氾濫形態別による水害廃棄物発生量推定結果 
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図-5 最終処分場残余年数消費量と水害廃棄物リサイクル率 

 

 

 水害廃棄物の収集シミュレーションモデルを用いて、時間変化の排出時期の係数を

かけ合わせ、水害廃棄物の排出時期を推定した。処理フローおよび施設は実際に被災

時に用いられた処理フローと使用施設(仮置き場)を用いた。図—6に水害廃棄物の収集

輸送計画を示す。 

 

 
図-6 水害廃棄物の収集輸送計画モデル 

 

そして、 輸送計画の解析を行うにあたって、１日８時間の収集時間として、４トン

ダンプを用いることとした。シミュレーションの結果を表—2 に示す。最大 30 台のダ

ンプ車を使用することで、仮置場に置かれた水害廃棄物を約１カ月で全て収集するこ

とが可能となることを示しえた。 
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表—2 水害廃棄物収集シミュレーション結果 

 

 

水害廃棄物となりうる家財に対する浸漬実験を行い、水害廃棄物における家財を対象

とした浸水時の重量変化を把握した。図-7に重量変化率と吸水量が 0となるのに要す

る時間を示す。 

 

 

図-7 試料別の重量変化率と吸水量が 0となるのに要する時間 

 

 また、2005年から 2009年の 5年間における水害廃棄物の中間処理施設を対象とし

た調査より、水害廃棄物の破砕機のトラブル発生頻度に影響を及ぼす要因を推定した。 

図-8に数量化理論Ⅱ類による分析結果として、水害廃棄物の処理に係る施設のトラブ

ル発生頻度の増減への影響を示すカテゴリースコア図とその寄与率を示す。これより、

破砕機の処理方式では打撃式のときが、破砕機の処理能力では１トン未満のときが、

破砕処理時の破砕機の水分状態ではかなり濡れていた時が、平常時と水が維持の日破

砕処理量の比では、5倍以上 10倍未満のときが、破砕機のトラブル発生頻度が増大す

る傾向にあることが示された。また、寄与率の分析より、平常時と水害時の日破砕処

理量の比、破砕機の処理能力、破砕機の破砕方式、破砕処理時の水害廃棄物の水分状

態の順に、トラブル発生頻度増大への寄与が大きいことを示しえた。 
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図2.35 発泡スチロールの重量経時的変化 

 

（ 13） まとめ 

 家財浸漬実験の結果をまとめると、 以下のように

なった。  

 重量変化率は、毛布、バスタオルなど、布製のも

のが大きい値を示し、特に毛布は6.5倍となった（ 下

図2.36）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.36 各実験試料の重量変化率 

 

 浸漬後の家財の重量が浸漬前の状態に戻るのに要

した時間は、畳が約 720 時間（ 約１ヶ月） と最も長

かった。 それ以外の家財は４日以内に全て浸漬前の

重量に戻った（ 下図2.37）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2..37 各実験試料の給水した水が 0となるのに要

した時間 

 

2 .2 .4  水害廃棄物の 1 世帯あたりの重量変化の推

定 

 前節の結果をもとに、 水害時に家財が浸水した際

に、 １世帯あたりの家財の総重量がどの程度変化す

るかを推定した。  

 

（ 1） 家財の設定条件 

 図2.38の円グラフに、 １世帯当が所有する家財に

ついて、種類別の重量割合を示す。 また凡例には、

家財別の重量および数量の設定条件しめした。 これ

らの家財全てが浸水被害に遭ったものと想定して、

浸水前後の重量変化等について考察した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.38 家財の設定条件とその総重量（ 704.36 kg）

に占める割合
注1,2 

 

注1) 重量の設定に際して、畳、タンス、布団、カー

テン、 レースカーテン、 靴類、新聞紙、毛布、

マット に関しては表2.3の値を、その他の家財

は、エディ オンインターネット ショ ッピングサ

イト (http://www.edion.com)に掲載されてある全

製品の平均値を採用した。  

注2) 数量の設定に際して、畳、タンス、エアコン室

外機、冷蔵庫、洗濯機、テレビ、炊飯器に関し

ては表2.1の値を参考にした。その他の家財は、

本研究独自に仮定した値である。  

 

 

 

（ 2） 家財の重量変化の推定結果 

 前節で示した家財が全て水害に遭った場合、浸水

後の重量とその割合を、下図2.39に示す。なお、図

2.39の凡例に示した数値のうち、畳、タンス、布団、

カーテン、 レースカーテン、靴類、新聞紙、毛布、

マット は、以下の式(1)で求めた。  

（ 表 2.1に示した家財の重量） ×（ 表 2.1に示した家

財の数量）  

×（ 浸漬実験で得られた重量変化率）・ ・ ・ (1) 

ただし、エアコン室外機、扇風機、冷蔵庫、洗濯機、

テレビ、 オーブンレンジ、炊飯器の家電製品類は、
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図-8 水害廃棄物処理施設のトラブル発生頻度の増減のカテゴリースコア図とその

寄与率 

 

 水害時の水害廃棄物排出過程の社会調査より、テレビやエアコンなどの家電４品目

については、じゅうたん等と比較すれば、実際にはあまり捨てられていないことが示

唆された。また、水害時には、じゅうたんや畳は、被災家屋数においては必ず排出さ

れるものとして捉えるべきである。家電４品目については、被災家屋数当たり 40％程

度が水害廃棄物として排出されることが示唆された。図—9に家財別の被災家屋におけ

る水害廃棄物排出の割合を示す。 

 

 

図—9 家財別の被災家屋における水害廃棄物排出割合 

 

水害廃棄物の減量という観点からは、一次集積所への畳や衣類等の移動が完了するま

では、基本的にはその地域には登録されたボランティア以外の人員や車両は進入させ

ないことが必要となる。これは一時的に路上に置かれている家財の盗難防止や便乗ご
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が大きいほど、影響を及ぼす度合が強い。図より、

破砕機の処理方式では打撃式のときが、破砕機の処

理能力では1t未満のときが、破砕処理時の破砕機の

水分状態ではかなり濡れていたときが、平常時と水

害時の日破砕処理量の比では5倍以上10倍未満のと

きが、破砕機のト ラブル発生頻度が増える方向に最

も影響を及ぼすという結果が得られた。  

 平常時と水害時の日破砕処理量の比が、 10倍以上

よりも、 5倍以上 10倍未満のときにカテゴリースコ

アが大きかった。 この原因について考察を行うと次

のようになる。表 3.11に、平常時に比べ、水害時に

ト ラブル発生頻度が増えたと回答した清掃工場のう

ち、平常時と水害時の日破砕処理量の比が 5 倍以上

10 倍未満と 10 倍以上の清掃工場について、破砕機

の破砕方式と、 破砕機の処理能力の回答の内訳を示

す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.7 カテゴリースコアのグラフ  

 

 平常時と水害時の日破砕処理量の比が5倍以上10

倍未満のとき、 カテゴリースコアが正の値をとるカ

テゴリーにのみ回答があったのに対し、 10倍以上の

時は、 カテゴリースコアが正の値をとるカテゴリー

と負の値をとるカテゴリーの両方に回答があった。

つまり、 10倍以上の回答よりも 5倍以上 10 倍未満

の回答の中に、 カテゴリースコアを増やす方に効い

ている回答が多かったためにこのような現象が起こ

ったものと考えられる。  

 

（ 2） 寄与率 

 表3.10に、各説明変数内のカテゴリースコアの最

大値と最小値との差を表すレンジと、各説明変数の

目的変数に対する貢献の割合を表す寄与率を示す。

説明変数の中で最も寄与率が大きかったのは、平常

時と水害時の日破砕処理量の比で 41.2%であった。

次いで、 寄与率が大きかったのは破砕機の処理能力

で 21.4%、破砕機の種類は 21.2%であった。一方、破

砕処理時の廃棄物の水分状態の寄与率は 16.2%と低

かった。  

 

表3.10 説明変数ごとのレンジ、寄与率 

 

 

4． まとめ 
 

 浸水被害を受けた家財の中間処理特性と破砕機の

故障の原因を把握することを目的とし、 浸水に伴う

家財の重量変化および乾燥時間に至るまでの時間の

定量化、水害時に発生する破砕機のト ラブル発生頻

度に影響を及ぼす要因の推定を行った。得られた結

果をまとめると以下の様になる。  

 

(1) １世帯当たりの総重量は、浸水被害に遭うと約

1.8倍に増加する。  

(2) 浸水被害に遭った家財の総重量の内、約55%を

畳が占める。  

(3) 浸水した家財は、畳は約１ヶ月、 その他の家財

説明変数 寄与率(%) 

平常時と水害時の 

日破砕処理量の比 
41.2 

破砕機の処理能力 21.4 

破砕機の破砕方式 21.2 

破砕処理時の廃棄物の

水分状態 
16.2 

表 3.11 平常時と水害時の日破砕処理量の比が 5倍以上 10倍未満と 10倍以上と回答した清掃工場の、破砕

機の破砕方式別ならび破砕機の処理能力別の内訳 
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倍未満のとき、 カテゴリースコアが正の値をとるカ

テゴリーにのみ回答があったのに対し、 10倍以上の

時は、 カテゴリースコアが正の値をとるカテゴリー

と負の値をとるカテゴリーの両方に回答があった。

つまり、 10倍以上の回答よりも 5倍以上 10 倍未満

の回答の中に、 カテゴリースコアを増やす方に効い

ている回答が多かったためにこのような現象が起こ

ったものと考えられる。  

 

（ 2） 寄与率 

 表3.10に、各説明変数内のカテゴリースコアの最

大値と最小値との差を表すレンジと、各説明変数の

目的変数に対する貢献の割合を表す寄与率を示す。

説明変数の中で最も寄与率が大きかったのは、平常

時と水害時の日破砕処理量の比で 41.2%であった。

次いで、寄与率が大きかったのは破砕機の処理能力

で 21.4%、破砕機の種類は 21.2%であった。一方、破

砕処理時の廃棄物の水分状態の寄与率は 16.2%と低

かった。  

 

表3.10 説明変数ごとのレンジ、寄与率 

 

 

4． まとめ 
 

 浸水被害を受けた家財の中間処理特性と破砕機の

故障の原因を把握することを目的とし、 浸水に伴う

家財の重量変化および乾燥時間に至るまでの時間の

定量化、水害時に発生する破砕機のト ラブル発生頻

度に影響を及ぼす要因の推定を行った。得られた結

果をまとめると以下の様になる。  

 

(1) １世帯当たりの総重量は、浸水被害に遭うと約

1.8倍に増加する。  

(2) 浸水被害に遭った家財の総重量の内、約55%を

畳が占める。  

(3) 浸水した家財は、畳は約１ヶ月、 その他の家財

説明変数 寄与率(%) 

平常時と水害時の 

日破砕処理量の比 
41.2 

破砕機の処理能力 21.4 

破砕機の破砕方式 21.2 

破砕処理時の廃棄物の

水分状態 
16.2 

表 3.11 平常時と水害時の日破砕処理量の比が 5倍以上 10倍未満と 10倍以上と回答した清掃工場の、破砕

機の破砕方式別ならび破砕機の処理能力別の内訳 
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みの持ち込み防止により、水害廃棄物の発生量を低減することが可能となる。 

 したがって、そして、手順としては、水害による被災家財を家の外に搬出し、移動

および収集はできるかぎり畳から行っていく。ごみとして排出したいものを外側に置

いていき、その後順に一次集積所に移動させることにより、道路に車両が入れる空間

を確保していく。畳や本、衣類等の移動後、車両を用いて、大型の家具や家電を収集

運搬する。そして、一次集積所で分別された水害廃棄物は、順次二次集積所へ、さら

に処理施設へ移動させるようなシステムを構築することが必要であることを示しえ

た。図—10にそのフローを示す。 

 

被災地域から
の排出 仮置き場 一次集積所 二次集積所

中間処理
（破砕）

中間処理
（焼却）

仮設焼却炉

最終処分

（被災地内） （被災地内）

分別

収集
（市町村・民間・個人）

（被災地内，被害が大きい場合は被災地外も）

運搬

分別分別

リユース
リサイクル

運搬

運搬 運搬

 
図-10 水害廃棄物排出フロー 

 

 また、欧米諸国における標準的な災害対応システムである ICS（Incident Command 

System）をベースとして、我が国の災害対応に適応した形での災害対応システム、

Debris Management Planning P System を提案した。図-11 に災害廃棄物対応システ

ム Planning P System を示す。 

 

 

図—11 災害廃棄物対応システム（Planning P System） 
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 これにより、災害直後から、災害廃棄物担当部局が何を業務として実施し、どのよ

うな会議において、何を決定していくのか、そして、市町村や都道府県での災害対策

本部会議等で状況認識の統一を行い、災害対応を実施していくのか、を示しえた。こ

れらの対応システムを標準的な水害廃棄物対応のシステムとして、災害発生前に計画、

マニュアル等により構築していくことが必要不可欠である。そして、これらのシステ

ムに基づいた人材育成を行うことが、大規模水害時においても、水害廃棄物の適正か

つ迅速な処理を可能とすると指摘しえた。 

 

 2011年 3月 11日に発生した 2011年東北地方太平洋沖地震での津波廃棄物発生量の

推定結果について述べる。ここでは、津波浸水域などのハザード情報から被災世帯数

等の被害状況を把握し、そのうえで、住家被害を考慮した発生量原単位を用いて、地

域メッシュ統計における 2 分の 1 の地域メッシュ別に津波廃棄物発生量を推定した。 

平成 17 年度国勢調査地域メッシュ統計の世帯数より、津波浸水による被災世帯数の

分布を推定した。さらに、津波浸水域内の世帯の被害程度は全壊とみなし、非公共・

公共を含む災害廃棄物発生量原単位を用いて津波廃棄物発生量を算出した。ここでは、

被災地域における共同住宅以外に居住する割合を考慮し、世帯当たりの発生量原単位

として113トン/世帯を用いることとした。その結果、今回の被災地域 6県で合計 2,708

万トンと推定された。図-12 に宮城県の津波廃棄物発生量の分布と県別の発生量を示

す。 

     

図-12 東日本大震災での宮城県での津波廃棄物発生量分布と県別の被災世帯数と津

波廃棄物発生量 

 

 これより、津波廃棄物発生量は、1995 年阪神・淡路大震災での災害廃棄物量 2,000

万トンの約 1.35 倍であり、2005 年米国ハリケーン・カトリーナ災害においてルイジ

アナ州で発生した災害廃棄物量 2,680万トンと同程度である。津波による被災地域が

東日本太平洋沿岸一帯の 500kmに及んでいることを考慮すれば、1995年阪神・淡路大

震災での阪神地域の 50km の範囲で発生した 2000 万トンの 10 倍の量の津波廃棄物が

発生しているのではない。一方、被災自治体の災害対応力を考慮した被災状況を示す

指標のひとつである災害廃棄物量相対値では、宮城県 16.5年、岩手県 11.7年と両県

では、平常時のごみ総排出量の 10 年分以上の津波廃棄物が発生している。また、福

島県、茨城県、青森県においても、それぞれ 3.2 年、2.9 年、1.6 年となっているこ
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とから、被災自治体の対応力を超えた津波災害であるといえた。これらのことから、

阪神・淡路大震災を上回る津波廃棄物が発生しており、国難ともいえる災害ではある

が、一方で、既往の災害廃棄物処理に関する経験や知見を活かしつつ、新たな知識を

集約し、既存の枠組みにとらわれず、官民学による協働により、必ず克服することが

できる災害であると示しえた。 

 以上の結果より、今後は、都道府県、市町村における水害廃棄物対策において、災

害後の我が国としての標準的な水害廃棄物に対する応急対応業務システムの構築、災

害前の人材育成ツールの開発、さらには、廃棄物工学、交通工学、環境リスク学、環

境計画学、環境政策学という分野融合での新たな災害廃棄物学の構築を行うことが必

要であることを指摘した。 

 

 

結論 = 本研究課題では、水害時の水害廃棄物発生量推定手法を構築した。また、リ

サイクル・リユースを含めた中間処理を考慮した最終処理量を推定し、最終処分場に

おける残余年数の消費量について算出する数値解析モデルを構築した。水害廃棄物の

排出過程をモデル化し、そのモデルを用いて水害廃棄物の収集シミュレーションモデ

ルを構築し、これまでの水害時の数値シミュレーションを行った。また、水害廃棄物

の特性や水害廃棄物の減量という観点から、水害廃棄物処理に係る人員、資材を考慮

したシステムの提案を行った。さらに、欧米諸国における標準的な災害対応システム

である ICS（Incident Command System）をベースとして、我が国の災害対応に適応し

た形での災害対応システム、Debris Management Planning P System を提案し、災害

直後から、災害廃棄物担当部局が何を業務として実施し、どのような会議において、

何を決定していくのか、そして、市町村や都道府県での災害対策本部会議等で状況認

識の統一を行い、災害対応を実施していくのか、を示しえた。以上のことから、（１）

処理技術からみた水害廃棄物の特性、（２）市民の視点からみた水害廃棄物の排出過

程、（３）水害廃棄物フローを考慮した数値解析モデルの構築、（４）水害廃棄物発生

量推定手法の確立として、それぞれ研究成果を導出することができ、市町村、都道府

県が水害廃棄物の処理を迅速かつ適性に行うことを可能とする水害廃棄物処理計画

を策定するために必要な科学的知見の蓄積に向けて推進することができたといえる。 

 さらに、本研究課題で構築した手法を、2011年東日本大震災での津波により発生し

た津波廃棄物に適用し、津波廃棄物発生量の推定やその処理システム構築に対する知

見を導出した。 
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要旨  = After natural disasters such as earthquakes and floods, enormous 

quantities of disaster debris would be discharged from collapsed houses and 

buildings and damaged household goods.  In the aftermath, environment and waste 

management authorities should establish an effective and appropriate disaster 

management system for the emergency removal of disaster debris from urban 

districts and their disposal.  In this study, number of damaged houses caused 

by and catastrophic flood disasters in the Tokyo Metropolitan Area were 

calculated based on the correlation between inundation depth and housing damage.  

According to the estimations of housing damages, the amount of debris from these 

disasters in the Tokyo Metropolitan Area has been calculated using per unit 

generation of disaster debris including housing damage.  In addition, using 

waste reduction ratio, the reduction of time to expiration of landfill sites, 

caused by disaster debris derived from the earthquake and flood disasters in 

the Tokyo Metropolitan Area, was estimated.  The quantity of tsunami debris in 

the tsunami stricken areas was estimated by multiplied the per unit generation 

debris including the viewpoint of damage to housing and the calculated number 

of damaged households together.  As a result, the quantity of tsunami debris 

in the Pacific Coast of Tohoku was estimated at 27.1 million ton.  For strategic 

planning of flood disaster debris, it is indispensable to establish a Japanese 

standard emergency response system for flood disaster debris, including an 

estimation procedure of quantity of flood disaster debris, evaluate the impact 

assessing of disaster debris on waste management system, disaster debris 

management planning P system, capacity development system. 

 

キーワード = disaster debris, estimation procedure, natural hazard maps, per 

unit generation, flood disaster, tsunami inundation 


